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研究制度の事前評価（自己評価）シート

平成１４年７月５日作成

事 業 名 農林水産技術移転促進事業 担 当 課 先端産業技術研究課

予算要求額 検討中

① 大学、公的研究機関の研究成果である特許権等の民間への移転の促進につい事 (1)目的

ては、平成１０年に「大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への

移転の促進に関する法律 （ 法）が施行され、本年４月現在、大学に関係業 」 TLO

する技術移転機関（承認 ）が２７機関整備されている。TLO
また、第２期科学技術基本計画（平成１３年３月閣議決定）でその重要性がの

示されるとともに、知的財産戦略会議で定められた大綱や総合科学技術会議に

おいても知的財産の創出、保護、活用とこれらの基盤としての人材の養成が重概
要とされている。

② 農林水産省では、平成１１年度以降 「農林水産技術調査及び研究成果移転要 、

促進事業」を実施することにより、農林水産省試験研究機関（平成１３年４月

以降、独立行政法人）の研究成果の把握、民間企業のニーズ・課題調査、民間

企業へのＰＲ・紹介等を行うとともに、研究成果の民間企業への移転促進を図

ってきているところであり、これにより、最近においては特許の許諾につなが

る事例も見られるが、未だ不十分な状況である。

、 （ 、「 」③ このため 農林水産省所管の試験研究独立行政法人 以下 独立行政法人

という の研究成果の民間企業への技術移転を促進するため これまでの 農。） 、 「

林水産技術調査及び研究成果移転促進事業」の見直し、充実を図り、民間企業

と独立行政法人をつなぐコーディネーターの設置による技術移転活動の強化、

民間企業のニーズに即した研究成果の創出、研究成果の適切な知的財産化（権

利化）及びこれらを促進するための人材の養成を図るための体制を本格的に整

備し、農林水産・食品関連産業の活性化に資する。

〔 〕(2)内容 事業の仕組み

独立行政法人が保有する特許権等を一元的に把握し、独立行政法人に替わって

民間企業に対して技術移転を積極的かつ円滑に行うことができる技術移転機関

（ 機能を有する機関）を、民間団体を活用することにより本格的に整備すTLO

る。

〔 〕事業の概要

民間企業と独立行政法人との間の情報流通、民間企業へのマーケティングやラ

イセンシング交渉 民間ニーズ調査 技術評価・選別等を行う知的財産専門家 コ、 、 （

ーディネーター）を設置し、以下の活動を行う。

① 技術移転活動

ア 研究成果の収集・技術評価・選別及び体系化により、民間企業での実用化

の可能性が高い特許リスト（技術移転リスト）の作成

イ 民間企業のニーズや実施能力に関する調査

ウ 企業説明会の開催や各種 活動PR

エ 技術内容の説明やビジネスプランの提示等のマーケティング活動（新規）

オ 民間企業とのライセンス交渉や契約の締結、権利侵害交渉（新規）
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カ 権利範囲が大きく、第三者の侵害可能性の低い特許化に関するアドバイス

等の支援（新規）

② 人材養成活動

独立行政法人等の研究者を対象に、講習会、研修会等を開催し、技術内容と

併せて知的財産法制やビジネスに明るい人材の養成（新規）

③ 独法の研究シーズと民間ニーズのマッチング活動

ア 交流会の開催や情報の収集・提供等を行い、民間ニーズに即した研究の方

向性や課題の摘出・選定等の調査を行い、この結果を基に関係者への周知・

提言

イ 民間企業、特許流通専門家、独立行政法人等の参加を得て、独立行政法人

（ ） 、の特許権等を生かした実用化研究 共同研究 候補課題を選定するとともに

これら候補課題を基に関係者への助言・提言や共同研究の斡旋（新規）

独立行政法人等の研究成果の民間企業への技術移転を図るため、独立行政法人(3)達成
の研究成果の特許化及び民間企業における実用化の促進、知的財産に精通した研目標

究人材の養成、民間企業のニーズに即した研究や独立行政法人の特許を活かした

共同研究の促進を行う。

具体的な数値目標としては、独立行政法人が保有する特許権について、技術移

転機関を通じた民間企業との実施許諾契約を、今後５年間で１５０件以上行う。

また、共同研究の斡旋を、毎年度１０件程度行う。

① 大学や独立行政法人等公的研究機関の研究成果・取得特許を民間企業に技術評 必要性

移転することにより産業化を推進し、農林水産・食品関連産業の活性化に資す

ることが求められている。価

② 研究成果の事業化を効率的・効果的に進めるためには、研究機関における研

究テーマの設定から研究成果の実用化までの間の各段階で、研究機関と民間企結

業とが緊密な連携を図ることが重要である。なお、技術移転機関の設置や技術

移転に資する人材の養成、研究機関と民間企業の情報交流によるシーズとニー果
ズのマッチング等の技術移転機能の強化の必要性については、科学技術基本計

画、知的財産戦略会議等においても指摘されているところである。

③ このため、これまでの効率的・効果的な研究開発の推進と研究成果の民間へ

の移転を目的とした「農林水産技術調査及び研究成果移転促進事業」の内容の

見直し、充実を図り、農林水産省の独立行政法人の研究成果の実用化の促進に

向けて、各独立行政法人の特許権等を一元的に把握・整理するとともに、民間

企業の事業構想についても把握し、これらの情報を両者の間で流通させること

TLOにより 民間への技術移転に結びつけることを可能にする体制 すなわち、 、 、

機能を有する機関を本格的に整備する必要がある。

事業目標の着実な達成を図るため、各年度ごとに以下の活動目標を設定すると効率性
ともに、当該活動実績及び技術移転への取組に関する有効性等の調査を行う。

その際、効率的・効果的な進行管理と的確な評価を行う観点から、民間企業、

特許関連公的団体 弁理士 大学教授等の参加を得て技術移転推進検討委員会 仮、 、 （

称）を設置する。

① 技術移転リストの作成件数

② 企業訪問数
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③ 説明会の開催数

④ 人材養成研修等の開催数及び参集者数

⑤ 独法研究者と民間企業との交流会の開催数

⑥ 選定した実用化（共同）研究候補課題数

① 技術移転活動有効性

知的創作活動の結果である研究成果については、各独立行政法人が積極的に

特許出願し知的財産として適切に保護することにより、我が国における知的財

産の形成に資する。

また、独立行政法人の研究成果は、新たな農産物生産システムの開発、新環

境基準に合致した農業汚水浄化システムの開発、機能性食品や高付加価値食品

の開発、食品分析技術の開発等の農林水産・食品分野以外にも、抗菌性タンパ

ク質を利用した医薬品の製造や蚕繊維を活用した新素材の開発等、医療、化学

その他の工業分野にも幅広く利用可能である。

このため、農林水産・食品分野のみならず、これらの関連産業や他の産業部

門における幅広い利活用を通じた新産業の創出等経済の活性化が図られる。

② 人材養成活動

これまで不足していた技術、知的財産法制、ビジネスに明るい人材が農林水

産・食品分野において養成されるとともに、今後、大学、公的研究機関等にお

いて、知的財産を重視する認識が深まることにより、研究成果の権利化や実用

化の促進が図られる。

③ 独立行政法人のシーズと民間ニーズのマッチング活動

民間企業等のニーズを十分に踏まえたセミナーや実地視察の実施等により、

民間企業と独立行政法人の研究者等の間で研究成果や企業の事業構想等に関す

る情報の流通が促進され、研究シーズと民間ニーズについて共通認識が醸成さ

れるとともに、共同研究の実施促進が図られる等、研究成果の実用化が加速さ

れるとともに、産学官の連携体制の構築が図られる。

、 、 、以上を通じ 民間ニーズに即した研究の促進 研究成果のより速やかな権利化

及びこれら成果の社会への還元に関する環境整備が図られ、ひいては我が国にお

ける産業競争力の強化が期待される。

我が国の産業競争力の強化、経済の活性化は喫緊の課題であり、早急に実施す優先性

る必要がある。なお、知的財産戦略会議においては、知的財産の創造、保護、活

用の推進のための知的財産戦略計画を早急に樹立することとなっており、本事業

は、これらの検討内容を踏まえて既存事業を組み替えている。



評価対象事業の概要

農林水産技術移転促進事業

１．趣 旨
独立行政法人の保有する技術の移転等の促進については 第２期科学技術基本計画 平、 （

成１３年３月閣議決定）でも、公的研究機関の研究成果の産業への技術移転のため、技
術移転機関（ＴＬＯ）の活用の促進が位置づけられている。

また、総合科学技術会議においては 「知的財産戦略専門調査会」中間取りまとめに、
おいて①特許化の促進のための出願・維持費用の確保、②技術、ビジネス、知的財産に

精通する人材の育成・確保、③ＴＬＯとの連携・協力、実用化研究や情報提供を通じた
ＴＬＯの産学間のマッチング（独法の技術シーズと民間企業ニーズの調整、仲介）機能

の強化等の必要性が指摘されている。
さらに、平成１４年２月に設置された「知的財産戦略会議」においても、総合科学技
術会議における議論を踏まえ、大綱の策定が検討されているところである。

当省は、平成１１年度以降、独立行政法人の研究成果の把握、民間ニーズ調査、民間
へのＰＲ・紹介等を行い、研究成果の民間への移転促進を試み、最近においては特許の

許諾につながる事例も見られるが、未だ不十分な状況である。
ついては、研究成果の民間における実用化を促進するため、数年後の農林水産分野に

おけるＴＬＯの設立を視野に入れつつ、本格的に技術移転体制を整備し、技術評価や民
間企業に対するマーケティング・ライセンシング等の技術移転活動の推進、ビジネスと
知的財産に精通する人材の育成・確保、実用化研究や情報提供等を通じた独立行政法人

と民間企業とのマッチング機能の強化を図り、農林水産業・食品産業等の活性化に資す
る。

２．事業内容

（１）技術移転事業
① 移転対象技術リストの作成

独立行政法人の保有する研究成果の収集、技術評価を行い対象技術を選別。
また、選別した技術について、その内容、知的所有権の設定状況等を整理し、産業
分野別（食品、新素材・材料、バイオ、化学、環境等）技術リストを作成。

② 民間企業ニーズ等調査
民間企業等の技術の実用化・製品化のニーズや当該企業の実施能力等を調査し、

企業毎の動向を把握。
③ 情報提供・ＰＲ、マーケティング

民間企業等を対象に説明会の開催、ダイレクトメールの送付、インターネットへ
掲載し、情報の提供・ＰＲを実施。また、企業の希望に応じ、当該技術の実用化に

かかる市場動向、収益性分析等を行い、事業化計画（ビジネスプラン）を提案。
④ 特許化及び当該特許の許諾（ライセンス）等
独立行政法人の研究成果の特許化等を促進するとともに、民間企業との間の当該

特許に係る許諾交渉、権利侵害交渉等を実施。
（２） 人材養成事業

大学・公的研究機関等における知的財産の創出・活用を図るための人材の養成の
ための研修・講習会の開催等

（３） マッチング事業（独立行政法人と民間企業の間のマッチング）
① 情報交流の促進

、 、独立行政法人の保有する研究成果 技術と民間企業の製品化等のニーズを調整し
また、仲介するための交流会、セミナー等の開催による民間ニーズに即した研究の
方向性や課題を選定



② 許諾特許等を生かした実用化研究の課題化
民間企業の要請に基づき、当該企業、特許専門家、独立行政法人の研究者等によ

る実用化研究候補課題を選定

３．事業実施主体 民間団体

４．事業実施期間 平成１５年度～平成１９年度

５．補助率 １／２（技術移転情報誌の作成に要する経費）

定額 （その他）



農林水産技術移転促進事業のイメージ農林水産技術移転促進事業の農林水産技術移転促進事業のイメージイメージ
　独立行政法人

民間ニーズに即した
研究課題の選定　　

民間との共同研究
の実施　　　　　　　

民　　間　　団　　体

ＴＬＯ活動の実施ＴＬＯ活動の実施
　　　　

　ビジネスと知的財産に
　　　　　　　　　　　　精通する人材養成 　　　　　　　　　　　　　

技術評価・選別

PR・マーケティング

ライセンス交渉

マッチング
・意見交換会
・情報交流セミナー
・実用化研究の掘り起こし

　農林水産・食品・バイオ産業の活性化農林水産・食品・バイオ産業の活性化

民　　間

　

特許の実用化

事業戦略研究成果の収集

技術内容の把握

民間のニーズ
把握

　技術内容の
PR・紹介　　
　　　　

　問い合わせ

マーケティング

契約交渉

契約成立森林総合研究所

ニーズ調査

水産総合研究センター

国際農林水産業研究
センター　　　　　　　

食品総合研究所

農業工学研究所

農業環境技術研究所

農業生物資源研究所

農業技術研究機構

特許使用の検討

（参考１）



バイオベンチャー育成

研究意欲を有する若手研究者等の研究シー
ズを調査・検討・課題化する研究資金を供給

○農林水産・食品産業分野の研究開発に
対する民間の関心は高い
　　（新事業創出研究開発事業（地域型）
　　　　　　　　　　　　の応募258機関の内訳）
　　　　　　　　　応募数　　　採択数
　　　民間　　　　129　　　　　17　　
　　　大学　　　　74　　　　　 10
　　　公設試　　　32　　　　　 2
　　　独法　　　　21　　　　　　5

○農林水産・食品産業分野の研究開発に
対する民間の関心は高い
　　（新事業創出研究開発事業（地域型）
　　　　　　　　　　　　の応募258機関の内訳）
　　　　　　　　　応募数　　　採択数
　　　民間　　　　129　　　　　17　　
　　　大学　　　　74　　　　　 10
　　　公設試　　　32　　　　　 2
　　　独法　　　　21　　　　　　5

新産業創出のための
競争的資金の拡充

異分野融合を核にした研究共同体（コ
ンソーシアム）を中心に、独法・大学の
研究シーズを活用した新事業創出の
ための研究資金を供給

地域ごとの交流活動、相談会の支援、公的研究機関の人材、　　
成果のＰＲ、大学への紹介・仲介の活性化

○売上高に占める研究投
資－他産業に比べ農林水
産・食品産業は低い－

全産業　　　　　　　　3.06%
　うち農林水産業　　0.59%
　うち製造業　　　　　3.68%
　　うち食品工業　　 0.93%

○売上高に占める研究投
資－他産業に比べ農林水
産・食品産業は低い－

全産業　　　　　　　　3.06%
　うち農林水産業　　0.59%
　うち製造業　　　　　3.68%
　　うち食品工業　　 0.93%

産学官コーディネート

機能の強化

農林水産・食品・バイオ産業の活性化農林水産・食品・バイオ産業の活性化

研究開発の取組が弱い農林水産・食品産業の活性化には、
発想から産業化までをスムーズに移行させるための一貫した仕組が必要

研究開発の取組が弱い農林水産・食品産業の活性化には、
発想から産業化までをスムーズに移行させるための一貫した仕組が必要

新産業創出・地域科学技術振興新産業創出・地域科学技術振興

技術移転促進事業生物系産業創出型研究支援事業

知的所有権を使った
　実用化研究の推進

数年後のＴＬＯ（技術移転機関）
設立を視野に入れた体制整備

農林水産技術移転促進事業の位置付け（イメージ）

・民間ニーズに対応した研究　
課題の発掘

・研究成果の把握・選別
・研究成果のPR、仲介、斡旋
・特許化支援　　等

①地域情報提供

②産学官連絡会の開催

③若手研究者の掘りおこし

④研究勢力組織化支援等

　　 産学官連携コーディネートの強化等による研究開発の促進
全国ベースでの事業展開、生研機構の産学のネットワークと農研機構の研究者が結びつき知的融合が加速

　　 産学官連携コーディネートの強化等による研究開発の促進
全国ベースでの事業展開、生研機構の産学のネットワークと農研機構の研究者が結びつき知的融合が加速新法人の統合メリット新法人の統合メリット

○農林水産・食品産業分野への

　　　　　　　　　　　　　　　資金需要は旺盛

（応募状況・農水省）
新事業創出研究開発事業（地域型）　　　　8.2倍
民間結集型ｱｸ゙ﾘﾋ゙ｼ゙ﾈｽ事業　　　　　　　　　 9.4倍
新技術・新分野創出基礎研究推進事業　19.2倍
（他省庁）
地域結集型共同研究事業（文科省）　　　　1.3倍
新生ｺﾝｿー ｼｱﾑ研究開発制度（経産省）　　 6.3倍
産業技術研究助成事業（経産省）　 　　　　4.5倍

○農林水産・食品産業分野への

　　　　　　　　　　　　　　　資金需要は旺盛

（応募状況・農水省）
新事業創出研究開発事業（地域型）　　　　8.2倍
民間結集型ｱｸ゙ﾘﾋ゙ｼ゙ﾈｽ事業　　　　　　　　　 9.4倍
新技術・新分野創出基礎研究推進事業　19.2倍
（他省庁）
地域結集型共同研究事業（文科省）　　　　1.3倍
新生ｺﾝｿー ｼｱﾑ研究開発制度（経産省）　　 6.3倍
産業技術研究助成事業（経産省）　 　　　　4.5倍

（参考２）（参考２）



別添参考１

　平成14年3月31日現在
（国内特許） 　 単位：件　

　 保有 出願中 計 許諾
  

農業技術研究機構 331 257 588 58
農業生物資源研究所 191 143 334 19
農業環境技術研究所 35 3 38 8
農業工学研究所 18 32 50 3
食品総合研究所 203 102 305 23
国際農林水産業研究センター 7 8 15 3

 
農業関係試験研究機関　　計 785 545 1330 114

 

森林総合研究所 59 47 106 6
水産総合研究センター 29 33 62 4

 
総　計 873 625 1498 124

 

（外国特許）

保有 出願中 計 許諾
  

農業技術研究機構 75 196 271 2
農業生物資源研究所 49 228 277 0
農業環境技術研究所 15 13 28 0
農業工学研究所 21 22 43 0
食品総合研究所 116 111 227 0
国際農林水産業研究センター 8 13 21 0

　
農業関係試験研究機関　　計 284 583 867 2

　

森林総合研究所 22 27 49 0
水産総合研究センター 2 1 3 0

　
総　計 308 611 919 2

注)１. 「特許権等」とは、特許権、実用新案権、商標権を指す。
　　２. 「保有」とは登録のもの、「出願中」とは、出願済ではあるが、登録に至って
　　 いないものに係る件数である。
　　３. 農業技術研究機構の外国許諾は、当該国で特許を取得していない技術に
　　 係る実施許諾契約である。
資料：農林水産省農林水産技術会議事務局先端産業技術研究課調べ

　　 　　 　　　　　　　 独立行政法人別の特許権等の状況
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別添参考２

政府計画等における関係部分の抜粋

１ 科学技術基本計画（平成１３年３月３０日 （抜粋））

第１章 基本理念

２．我が国が目指すべき国の姿と科学技術政策の理念

(2) 国際競争力があり持続的発展ができる国の実現に向けて

「例えば、ＴＬＯ等の技術移転機関が質的量的に充実し、公的研究機関から

の特許の移転が進み ・・・・ 中略 ・・・・・・、公的研究機関の研究成果、 （ ）

が数多く産業へ移転される・・ 中略 ・・・・など強い国際競争力を持つこと（ ）

を目指す」

第２章 重要政策

Ⅱ．優れた成果の創出・活用のための科学技術システム改革

２．産業技術力の強化と産学官連携の仕組みの改革

(1) 産学官連携の強化のための情報流通・人材交流の仕組みの改革

最新の研究動向や研究開発に対するニーズについて、産業界と公的研究機関

の者が定期的に協議できる場を設けたり、産学官連携を促進する人材の養成・

確保を進める。

(2) 公的研究機関から産業への技術移転の環境整備

「公的研究機関の研究活動の成果の事業化のために技術移転機関の活用促進

を図るなど、技術移転に向けた各機関の主体的取組を促進するための支援等を

行う 」。

「研究成果の特許化を進めるに当たっては、特許を取り巻く環境がグローバ

ル化しつつある状況に鑑み、公的研究機関においても、国内での取得のみなら

ず海外における特許化を促進する 」。

(3) 公的研究機関の研究成果を活用した事業化の促進

「共同研究や受託研究により得られた研究成果の関与した企業等への移転、

とりわけ、

●企業等に対する国有特許等の譲渡及び専用実施権の設定による活用

●技術移転機関への国有特許等の譲渡及び専用実施権の設定による活用の拡

大、

等を進める 」。
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２． 総合科学技術会議

◎ 「知的財産戦略について（中間まとめ （平成１４年６月19日・抜粋））」

Ⅰ．国の研究開発投資に対応した知的財産の確保と活用

２．研究開発成果の権利化・技術移転の促進

(1) 特許出願・維持費用の確保（費用）

○ 大学・公的研究機関において生まれた発明については、TLOを活用すること

等も含めて、原則、機関帰属（国立大学については法人化に合わせて実施）

とすることとし、政府は、特許出願の明細書作成費用・弁理士費用、更に翻

訳費用を含む海外出願・国際出願（PCT出願）の費用、特許維持費用等を大学

・公的研究機関・TLOが手当てできるよう、必要十分な予算を確保する。

(2) 知的財産の権利化・活用支援人材確保と体制整備（人材・体制）

○ 研究機関においては、科学技術とビジネスと知的財産に明るい人材（コー

ディネーター等）を研究者の身近に適正配置するよう努める。

○ 大学・公的研究機関は、弁理士・民間の専門家を活用するなどして、知的

財産管理機能を有する組織体制を主体的に整備する。その整備を政府は支援

する。

○ 大学・公的研究機関は、開放特許情報を含む技術移転情報等の研究成果を

広く発信する機能を強化する。

○ 大学・公的研究機関は、民間を含むTLO等と連携・協力して、技術移転に関

する人及び情報のネットワーク化を進め、技術移転の活性化を図る。

(3) 特許出願手続き等の支援（手続き）

○（前略）研究者の出願書類作成負担を軽減するために、TLOの活用又は支援体

制の充実を図る。

○ 大学・公的研究機関の研究者は、論文発表の前に、権利関係の所要の調査

を行い、迅速な特許出願を行うことが重要である。

３．産学官連携推進のための知的財産のあり方

(2) 知的財産の権利化・移転の支援

○ 大学・公的研究機関における研究成果のさらなる産業界への移転促進の観

点から、実用化研究や情報提供を通じたTLOの産学のニーズとシーズのマッチ

ング機能を強化する。さらに、TLOの設置を促進する。

○ 大学・公的研究機関の技術シーズと産業界にニーズとのマッチングを強化

するため、双方の関係者が一堂に会する場の設定を推進する。また、インタ

ーネット等を活用したマッチングシステムについても推進する。

◎ 産学官連携の基本的考え方と推進方策」(平成14年６月19日・抜粋)

Ⅲ．産学官連携の形態別課題と具体的方策

３．技術移転

⑥ⅰ)（前略） 国有特許等を扱う認定TLOの設置促進も図り、国有特許等の技術移

転を行いやすい環境整備を図る。

ⅱ) 大学等の産学官連携部門は、共同研究の内容等の専門的交渉に当たり、TLO

の積極的活用を図る。
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３ 知的財産戦略大綱（素案） 平成１４年６月14日・抜粋

第３章 具体的行動計画

１．知的財産の創造の推進

(1) 大学等における知的財産の創造の推進

① 知的財産の創造を重視した研究開発の推進

ア) 大学等における知的財産の創造を重視した研究開発の推進

ⅰ) 大学・公的研究機関等において、企業の参加を得て戦略的、集中的に

、 、知的財産を創造 活用するため基礎的研究段階からその研究成果の応用

技術移転に至るまで一貫して実施する研究開発制度を２００３年度まで

に構築する。

ⅱ) 研究内容や成果を社会に対して説明することは大学・公的研究機関等

の基本的責務であるとともに、これら機関で研究するここの研究者の基

本的責務であると位置づけ、２００２年度以降、研究機関の一般公開、

公開講座、インターネットや学協会等を通じての情報の受発信等の機会

を増やし、国民と研究者等との双方向のコミュニケーションの充実を図

る。

イ) 研究開発における特許情報の活用

（前略）総合科学技術会議及び科学技術政策関係官庁は、２００２年度

から、政策立案や評価に国内外の特許情報を戦略的に活用することとし、

重点的な研究課題の選定に当たっても特許情報から見た研究成果の産業化

の可能性を十分考慮する。このため、総合科学技術会議等は、知適材お産

、 。情報に関する調査・分析等の活用に関し 特許庁との連携体制を強化する

④ 知的財産権の取得に要する費用の確保

ア) 特許出願・維持等にかかる経費の確保

大学・公的研究機関やTLO等における知的財産の権利化を促進するため、

今後、特許出願の明細書作成・弁理士費用、海外出願・国際（PCT）出願の

費用、特許維持費用等について、２００３年度以降、必要十分な経費の確

保に努める （後略）。

⑤ 知的財産権の取得・管理のための人材や体制の整備

ア) 知的財産管理機能の強化

研究開発の実施段階から知的財産の発掘・権利化を行うため、２００２

年度から順次、大学・公的研究機関等における弁理士や民間に専門家の活

用を推進するとともに、産学官連携組織の機能の強化を図る （後略）。

３．知的財産の活用の促進

(1) 大学等からの技術移転の促進

① 大学等における技術移転機能の強化

ア) 研究開発関連法人等の公的研究機関等においても、各機関からの技術移

転の促進のため、技術情報の修・提供等の技術移転機能を充実させる。さ

らに、各機関の特色に応じ、TLOの設置を促進する。
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別添参考３

ＴＬＯについて

Ⅰ．大学等の研究成果の技術移転の促進（ＴＬＯ）の背景

１．ＴＬＯとは、 （技術移転機関）の略称。大学等の研Technology Licensing Organization
究者の研究成果の特許化及び企業への移転を行う法人であり、いわば大学等の「特許

部」の役割を果たす組織。これまで必ずしも十分に活用されていなかった大学等の研

究成果をベースにし、これを民間事業者に移転することにより新規産業を創出し、得

られた収益の一部を研究者に戻すことにより更なる研究資金に充て、大学等の研究を

活性化させることを目的。

２．このため、各大学におけるＴＬＯの設立を政策的に支援する「大学等における技術

に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律 （通産省・文部省提出）」

が平成１０年５月に制定され、８月から施行。

３．ＴＬＯが整備されることによって、研究者は研究に専念しながらその成果の特許化

・産業化によって更なる研究資金を得る仕組みが実現。

Ⅱ．大学等技術移転促進法の概要

１．特定大学技術移転事業（大学における研究成果のうち国以外（私立大学及び国立大

学教官等）が保有する特許等が対象）

( ) 事業の必要性1
大学の研究成果が特許化され、民間事業者において新商品の開発や生産等の形で

円滑に企業化されるとともに、その対価が大学における研究資金に充てられて新た

な研究成果を生み出すという循環を創り出すことが重要。

このため、米国において成功を収めている大学と産業界を結びつける役割を果た

す「技術移転事業」を我が国においても早期に立ち上げることが必要不可欠。

技術移転事業は、特に立ち上がり当初は、収入が乏しい反面、知的財産の権利化

等のため多額の先行投資を必要とすることから、助成金交付等による立ち上げ支援

が不可欠である。

〈特定大学技術移転事業の内容〉

① 大学における企業化しうる研究成果の発掘・評価・選別

② 研究成果に関する特許権等の取得・維持・保全

③ 研究成果に関する技術情報の提供
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④ 特許権等に関する企業への移転等（ライセンシング）

（ 、⑤ 企業への移転等によって得た収入の配分 相当割合を更なる研究費として大学

研究室等へも還流）

( ) 具体的措置内容2
① 実施指針の策定

文部科学大臣及び経済産業大臣は、大学における研究成果の民間事業者への効

率的な移転を促進するため、特定大学技術移転事業の実施に関する指針（実施指

針）を定める必要（平成１０年８月策定）

② 実施計画の承認

文部科学大臣及び経済産業大臣は、

ア 特定大学技術移転事業の内容及び実施方法

イ の実施時期〃

ウ 〃 の実施に必要な資金の額御世にその調達方法 等

に係る計画を、実施指針に従って承認し、政策的支援を行う。

（なお、承認を受けない技術移転会社が民間ビジネスとして技術移転に携わるこ

とを排除するものではない ）。

③ 政策支援措置

ア 産業基盤整備基金による助成金交付、債務保証

、 （ 、承認計画に係る事業に対し 産業基盤整備基金による助成金交付 助成率 2/3
１年当たり 万円が上限 、債務保証（資金調達上の信用補完と資金調達の3,000 ）

円滑化）といった政策的支援を講じて、早期立ち上げのためのインセンティブ

を付与する。

イ 産業基盤整備基金による大学における研究成果の民間事業者への移転に関す

る情報の収集、整理及び提供

ウ 大学等技術移転促進法以外での政策支援措置

・ 産業活力再生特別措置法による特許料等の減免

大学の研究成果を産業界に移転する役割を担う機関（ＴＬＯ）の業務の活

性化のため、特許料等の軽減措置（当初の３年間の特許料及び審査請求手数

料を に軽減）を講じている。1/2

＊本法律は平成１１年８月１３日公布、１０月１日施行。

・ 産業技術力強化法に基づき、 の国有財産（国立大学キャンパス）の無TLO

償使用措置

＊産業技術力強化法は平成１２年４月１９日公布、４月２０日施行。

( ) 法律以外での支援措置3
技術移転の専門家（特許流通アドバイザー）の派遣

中小・ベンチャー企業に対し、大学等が保有する開放意思のある特許の円滑な導
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入を支援するため、全国の知的所有権センター等（ＴＬＯ含む）に技術移転の専門

家である特許流通アドバイザーを派遣。

平成１２年度予算：約１８億円

２．国立大学・国（独立行政法人を含む ）の試験研究機関の研究成果を民間事業者へ移。

転する事業に係る特許料等の特例

( ) 国の研究成果の民間事業者による有効な活用を促進するためには、当該研究成果1

を技術移転事業者を通じて民間事業者に譲渡する形態を選択し得るようにし、成果

普及方法の多様化・効率化を図ることが重要。

( ) このため、国立大学等を所管する文部大臣及び各国立試験研究機関を所管する大2

臣が、上記政策趣旨を踏まえつつ、

① 技術移転事業を適確かつ円滑に実施できる能力を有すること

② 自ら実施しないこと

③ 実施候補先企業への情報提供につき特定の民間事業者に対して不当な差別的取

扱いをしないこと

等の要件を満たす技術移転事業者について認定。

( ) 認定事業者が国の研究成果に係る特許権・実用新案権（特許を受ける権利、実用3
新案登録を受ける権利を含む）を国から譲渡された場合には、特許法等における国

有の特許権等の取扱いと同様、当該特許権等に係る特許料及び手数料等の納付義務

を免除。
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Ⅲ．そ の 他

１．国立大学教官等のＴＬＯ役員兼業

国立大学教官等によるＴＬＯへの役員兼業については、平成１２年４月１日からこ

れを可能とする措置（人事院規則の制定）が講じられたところ。

２．国立大学教官等の民間企業役員兼業

国立大学教官等がその研究成果の事業化を企図する民間企業の役員を兼業すること

について、平成１２年４月２０日からこれを可能とする措置（人事院規則の制定）が

講じられたところ。



事後評価（自己評価）シート（既存の研究制度を見直す場合／廃止する制度に
ついての評価）

〔作成年月日〕平成14年７月５日

事 業 名 担 当 課 技術政策課農林水産技術調査及び研究成

先端産業技術研究課果移転促進事業( 11年度～)H

事 業 費 258,850千円（平成１１～１４年度）

、 、事 (1)目的 バイオテクノロジー等先端技術が著しい発展を見せている中 食料の安定供給
地域社会の活性化、国土・自然環境の保全等農林水産研究に課せられた課題に着
実に対処していくため、民間企業が抱える技術開発上の課題等の調査や研究内容業
・成果等の収集・提供による効率的・効果的な研究開発の推進、国の農林水産関
係試験研究機関（平成13年４月以降、独立行政法人。以下「農林水産省試験研究の
機関」という ）の研究成果に係る特許等の民間企業への円滑な移転・実用化を。
図り、農林水産業の発展に資する。概

１）技術開発推進方向調査研究事業要 (2)内容
民間企業の技術開発上の課題の調査・把握と課題解決に関連する技術開発の
動向を収集・分析し、農林水産省試験研究機関等に提供する。
２）研究成果移転促進事業
農林水産省試験研究機関が保有する特許権等の民間企業における利活用の促
進を図るため、民間企業における利用可能性の検討や民間企業等のニーズを把
握するとともに、利用可能性の高い特許を民間側に広く提供する等、民間企業
と農林水産省試験研究機関との橋渡しを行う。
３）情報提供事業
技術情報誌等による農林水産省試験研究機関等国公立研究機関、研究行政関
係者、民間企業への情報提供を行うほか、全国の民間企業、研究者等との情報
交流のためのセミナー開催、国民全般へのインターネット等を通じた情報発信
を行う。

１）技術開発推進方向調査研究事業(3)事業
民間企業の技術開発上の課題に関する技術を各年度１課題選定し、調査結果実績
を農林水産省試験研究機関等に提供。
２）研究成果移転促進事業
①実用化見込みの高い特許の把握・整理のための農林水産省試験研究機関保有
特許の実態調査(約400件)を実施。
②民間企業のニーズに関するアンケート調査を実施。
③特許情報カタログの作成・配布、情報公開用ホームページ（ ）での特許HP
情報公開（約200件）や日本テクノマートの特許流通データベースへ登録(約
400件)、特許流通フェアへの出展（２回）や特許流通説明会の開催（８回）
による民間企業への情報提供を実施。
④ ③の情報提供により関心を示した民間企業を訪問し、特許の説明、許諾の
際の手続き等を説明。
⑤ 技術移転の仲介を実施（平成１３年度：５件 。）
３）情報提供事業
月刊技術情報誌を毎回３千部発行しているほか、情報公開用 へのアクセHP
ス数は平成11年度約200万件から13年度約700万件へと大幅に増加。また、情報
交流セミナーは年間12回開催し、毎年度延べ1,300～1,400人が参加。

農林水産・食品関連産業に係る様々な研究開発課題に的確に対応し、当該分野必要性
の科学技術の振興と産業化を進めるためには、国と民間企業等が一定の役割分担
の下に一体となって研究開発を行うことが求められる。その際、民間企業等が対
応することが困難な基礎的・基盤的な研究課題について、民間企業等のニーズを
的確に踏まえた農林水産省試験研究機関による研究開発の推進や国の研究開発成
果を実用化・産業化につなげるための民間企業への移転、すなわち国と民間企業評
等を結ぶ橋渡し的機能は極めて重要である。
一方、昨今の経済・雇用情勢等から、我が国の産業競争力の強化を図るため、価



農林水産・食品関連産業においても、新事業の創出等を通じた活性化が強く求め
られており、農林水産省試験研究機関等の研究成果・取得特許の民間企業への技結
術移転を一層加速化していく方向で、事業内容の見直し・充実を図りつつ、推進
していくことが必要である。果

１）技術開発推進方向調査研究事業効率性
民間企業のニーズの把握を基にした課題設定と当該課題に係る研究動向を調
査・分析した上で農林水産省試験研究機関に提供する手法は、民間企業のニー
ズを取り入れた国の研究を推進する上で効果的・効率的である。
しかしながら、課題設定方法については、事業実施法人と民間企業との通常
の交流活動の中で得られた情報の範囲で民間企業のニーズの把握が行われてお
り、民間企業のニーズを把握する上で十分ではないと判断される。
２）研究成果移転促進事業
民間企業、農林水産省試験研究機関の研究者、弁理士、特許流通専門家、学
者等の有識者からなる成果移転検討促進委員会を開催し、毎年度の活動状況及
び翌年度の事業計画について検討を行い、事業の進捗管理を行ってきたが、具
体的な活動目標を設定していなかったことから、抽象的な検討が中心になり、
定量的かつ客観的な活動状況及び事業計画の評価が十分に行われなかった。
３）情報提供事業
①毎月発刊する技術情報誌が、民間企業等に対する効率的・効果的情報提供手
段となっている。また、発刊に当たっては、民間企業、報道関係者、学識経
験者からなる「企画委員会」がテーマ選定等の基本方針を決定し、既刊内容
の評価を行う等、的確な企画・編集を行う体制となっている。
②情報提供 については、これまで、情報システム担当者が、入力するテーHP
マの選定等を行ってきたが、民間企業等が求める研究開発内容や成果の状況
に対応した情報提供を、中期的な目標を設定しつつ、的確に行う観点から、
14年度から新たに各研究分野や特許関係の専門家を含めた 改善委員会をHP
設置し改善を図ることとしている。
③情報交流セミナーについては、各研究分野の専門家を構成員とする内部委員
会においてテーマの選定等を行っているが、民間企業等からのニーズの汲み
上げやセミナーに対する民間企業等の反響等の把握が十分に行われなかっ
た。

１）技術開発推進方向調査研究事業有効性
民間企業のニーズを的確に把握するためのアンケート調査等によるニーズの
把握・分析の強化が必要である。また、併せて、農林水産省試験研究機関の研
究推進における反映状況のフォローアップに努める必要がある。
２）研究成果移転促進事業
平成13年度までの間に、民間企業から１０件を超える照会を受け、このうち
５件の技術（各種ウイルスの診断キット、水稲害虫の誘引捕獲器、吸水・保水
性の高い衛生用品・化粧品素材の製造技術、機能性食品（血圧降下機能）の製
造技術等）について特許の許諾につながる事例も見られているが、実用化が
見込まれる特許数（13年度末現在400件）に比べれば、未だ不十分な状況であ
る。今後は、農林水産関係独立行政法人の研究成果の一元的に整理・把握し、
企業サイドへ積極的にＰＲやマーケティングを行う等の技術移転機関( 機TLO
能を有する機関)を設置する等技術移転機能の本格的な整備を行うことが必要
である。
３）情報提供事業
これまでの取組により、例えば情報提供 のアクセス件数が平成11年度約HP
200万件から13年度には約700万件に増加する等、農林水産関係研究への関心を
高めるとともに、技術情報誌の発行等によって、農林水産関係の研究動向、成
果等各種の情報蓄積がなされた。
今後は、研究成果・特許関連情報、実用化研究の推進状況等、民間企業への
成果移転・実用化研究を加速し得る内容に絞り込む等、情報提供内容の重点化
が必要である。



（参考１）



（参考２）
農林水産技術調査及び研究成果移転促進事業実績等の概要

技術開発推進方 １１年度：農林水産技術の総合評価のための階層化分析法、仮想評価法の適
向調査研究事業 用技術に関する調査

１２年度：農産物の良食味成分とその測定法に関する最新の研究動向
１３年度：生物細胞及び分子のマイクロバイオイメージングに関する最新の

研究動向

研究成果移転促 ①農林水産省試験研究機関の保有特許の実態調査及び事業化見込み特許の
進事業 体系化

１１年度：基礎的調査を実施
・研究機関の研究者への訪問・アンケート調査等

１２年度：農水省研究機関保有特許543件を整理
１３年度：独法研究機関の保有特許情報から実用化が見込まれる特許400件

を選定
②農林水産省試験研究機関の保有特許のカタログ作成・ホームページ掲載等
の 活動PR
１１年度：試案作成、１２年度：169件、１３年度：400件
③民間企業ニーズ調査
１１年度：国有特許許諾先企業へのアンケート調査
１２年度： 特許流通フェア 東京」に出展し、アンケート調査「 in

（農林水産関係ブースに145名来訪、回収51人）
「いばらき特許流通交流プラザ」で８企業から情報収集
「つくば科学フォーラム」で事業紹介・情報収集

１３年度： 特許流通フェア 東京」に出展し、アンケート調査「 in
（農林水産関係ブースに210名来訪、回収51人）

④研究成果紹介のための説明会
１１年度：開催回数１回（東京都 、出席人数８０人）
１２年度：開催回数１回（富山市 、出席人数８０人）
１３年度：開催回数５回（東京都、静岡市、広島市、福岡市、大分市 、）

出席人数２９０人
⑤活動の成果
１３年度まで：民間企業との間で５件の特許使用許諾の仲介が成立
植物中の微量物質の検出法／水稲害虫の誘引捕獲器・殺虫方法／吸水
・保水性の高い衛生用品・化粧品素材の製造技術／γ－アミノ酪酸を
利用した機能性食品の製造技術／抗ウイルス剤

情報提供事業 ①情報交流セミナー
１１年度：開催回数１２回、出席人数延べ１，３５４人
（ 、 、 、 、 ）うち 地域セミナー：北海道 岩手 静岡 香川 計951人

１２年度：開催回数１２回、出席人数延べ１，１６４人
（ 、 、 、 、 ）うち 地域セミナー：青森 岩手 群馬 新潟 計725人

１３年度：開催回数１２回、出席人数延べ１，３９８人
（ 、 、 、 、 ）うち 地域セミナー：北海道 神奈川 石川 沖縄 計921人

②情報公開用 （ ）HP AFFTIS
産学官、研究・行政・普及。生産・流通・消費を結ぶ情報 として、研HP
究成果情報、特許情報、農林水産省試験研究機関の行事案内、 、新着Q&A
情報等を提供。
（アクセス数）
11年度：201万件、12年度：437万件、13年度：689万件

③技術情報誌等刊行物
・ 研究ジャーナル （月刊：3,000部発行）「 」



生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業



研究制度の事前評価（自己評価）シート

〔作成年月日〕平成１４年７月５日

生物系産業創出のため
事 業 名 の異分野融合研究支援 担 当 課 先端産業技術研究課

事業

予算要求額 検討中

バイオ産業は、次世代を担う産業として注目されており、第２期科学事 (1)目的
技術基本計画（平成１３年３月閣議決定）においても、ハイテクベンチ
ャー企業活性化のための環境整備、人材育成の充実を図ることとされて業
いる。
また、昨年１０月になされた 計画提言でも農業バイオ産業のの b-JAPAN
活性化や、バイオベンチャー１０００社創出等が提言されており、今後
政府内ではその具体的な施策が検討されることとなっている。こうした概
状況の中、研究共同体（コンソーシアム）等に対して競争的資金を供給
することにより、独法・大学の研究シーズを活用した生物系新産業の創要
出の基礎となる知的クラスターの形成を促進し、経済の活性化を図る。

１．研究連携支援事業(2)内容
(1)生物系産業ベンチャーの創出を目指した研究開発の促進
・大学、民間企業等の情報交換会、研究会、シンポジウム等の開催
・若手研究者の掘り起こし、地域の異業種研究勢力の組織化の支援等
(2)プログラムマネージャーの配置
事業全体に対する運営管理と研究の効率的実施

２．研究開発実施事業
①バイオベンチャー研究開発支援型
生物系産業ベンチャー創出を目指した研究意欲を有する若手研究者
等に対し、発展段階にある研究開発課題を本格的な課題に磨き上げ、
具体的研究計画の策定・見直し等に必要な研究資金を供給。(研究期間
１年間、ただし研究代表が若手の場合、研究期間は１年又は２年間）

②生物系産業創出異分野融合研究開発型
産学官の連携による異分野融合型研究や地域資源を活用した研究を
行う研究共同体（コンソーシアム）等に対し、競争的資金を提供し、
異分野融合研究の活性化を推進 （研究期間３～５年）。

特に、これまでの競争的資金になかった異分野研究者のコーディネー
ト機能を付加し、大学、独立行政法人等のシーズの発掘・活用等幅広い
異業種間の産学官連携を促進するコーディネート及び立ち上げの難しい
起業化の支援等を行う。

産学官における研究開発能力を総結集し、優れた発想から産業化まで(3)達成
をスムーズに移行させるための一貫した研究開発の支援プログラムを実目標
施することで、生物系産業の創出、異分野融合研究等を加速し、もって
農林水産・食品産業及びバイオ産業の活性化を図る。

本格的な実用化・産業化の段階を迎えたバイオ産業は、次世代を担う必要性
産業として注目されている。第２期科学技術基本計画では、ハイテクベ
ンチャー企業活性化のための環境整備、人材育成の充実を図ることとさ
れており、農林水産・食品産業分野においても生物系産業ベンチャー創
出により研究開発環境整備の充実を図ることが求められている。また、
日本バイオ産業人会議が、昨年１０月にバイオテクノロジーの実用化・
産業化のために行ったｂ－ＪＡＰＡＮ計画提言でも、農業バイオ産業の
活性化や２０１０年までのバイオベンチャー１０００社創出等が提言さ評
れている。さらに、経済財政諮問会議の「経済財政運営と構造改革に関



する基本方針（案 」においても大学発ベンチャー１０００社計画の推進価 ）
が論議されている。
しかしながら、バイオ等生物系先端技術は、安定的な製品の開発、供結
給体制の構築が重要な課題となっていることから、若手研究者の研究シ
ーズの育成、地域における産学官のコーディネート活動の強化、起業家果
企画支援システムの確立、発展段階に応じたきめの細かい資金供給、支
援人材の確保等が不可欠となっており、新事業創出・企業活性化のため
の環境整備が求められている。

学識経験者及び有識者からなる外部評価委員による事前評価を行うこ効率性
とにより、適切な研究課題の選定が行われるしくみを担保する。
また、研究連携支援事業及び研究開発実施事業ではプロジェクトリー
ダーを配置し、研究開発の適正な進行管理をサポートする仕組みを担保
する。
さらに、生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業全体につい
ては、プログラムマネージャーが統括して、事業及び評価等の推進につ
いて管理する体制を備える。

①研究連携支援事業有効性
大学、独法等幅広い異業種間の産学官連携をコーディネートし地域
の研究シーズの発掘、ビジネスサポート等による地域発の生物系産業
ベンチャーの育成、地域の知的クラスター形成が図られる。
②研究開発実施事業
バイオベンチャー研究開発支援型では、大学、食品産業、農業関係
法人等の若手研究者等の発展段階の研究開発課題への支援を通じて、
ベンチャー創出のための研究のステップアップ、ベンチャー志向研究
者の育成が図られる。
また、生物系産業創出異分野融合研究開発型では、地域の異分野の
研究者の融合、産学官連携による研究共同体による生物系産業創出を
目指した研究開発を実施することにより、農林水産・食品産業分野の
新たな市場開拓、農林水産・食品産業の発展並びに地域の産業発展基
盤となる知的クラスター形成の促進に貢献する。

さらに、バイオベンチャー研究開発支援型の中から出た有望な課題
のうち、産学官連携や異分野融合が必要なものについては、選考評価
を通じて生物系産業創出異分野融合研究開発型へ引き繋ぐ仕組みとす
ることにより応用・開発研究への発展が期待できる。

本事業は、競争的資金の供給を通じて農林水産業・食品産業をはじめ優先性
、 、とする新産業を創出し 経済活性化と雇用機会の増大を図るものであり

政府全体の緊急政策課題と照らしても極めて極めて優先性が高い。



評価対象事業の概要

生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業

１．趣旨
（１）本格的な実用化・産業化の段階を迎えたバイオ産業は、次世代を担う産業と
して注目されており、日本バイオ産業人会議が、昨年１０月にバイオテクノロ
ジーの実用化・産業化のために行ったｂ－ＪＡＰＡＮ計画提言でも農業バイオ
産業の活性化や、２０１０年までのバイオベンチャー１０００社創出等が提言
されており、今後政府内で 戦略会議の設置及び具体的な施策が検討b-JAPAN
されることとなっている。
しかしながら、バイオ等生物系先端技術は、安定的な製品の開発、供給体制
の構築が重要な課題となっていることから、若手研究者の研究シーズの育成、
産学官のコーディネート活動の強化、起業家企画支援システムの確立、発展段
階に応じたきめの細かい資金供給、支援人材の確保等が不可欠となっており、
新事業創出・企業活性化のための環境整備が求められているところである。

若手研究者等の掘り起こし、大学、独立行政法人等異業種間の（２）そこで、①
産学官連携をコーディネートするとともに、②発展途中段階の若手研究者等が
ベンチャー創出研究に取り組むために必要な研究への支援、③異分野融合型研

研究共同体（コンソーシアム）に対して究や地域資源を活用した研究を行う
競争的資金を供給し、独法・大学の研究シーズを活用した生物系新産業の創
出の基礎となる知的クラスターの形成を促進し、経済の活性化に資する。

２．事業内容
（１）研究連携支援事業

ベンチャーの創出を目指した研究開発を促進するため、ア）生物系産業
大学、民間企業等の研究機関の全国ブロック・地域単位の連携のための①
情報交換会、研究会、シンポジウム等の開催やホームページの開設

地域の異業種研究勢力の組織化の支援② 若手研究者の掘り起こし、
③ 研究シーズの掘り起こし・提案会、ワークショップの開催
④ 競争的資金、各種プロジェクト等の情報提供、連絡調整
⑤ ベンチャー企業設立等に必要な税制等情報提供・資金計画策定、その他
企業化設立に必要な資金、経営管理、制度上の幅広いアドバイスの実施
⑥ 食品企業、農業関係法人等の技術開発人材育成・確保のＯＪＴ研修
等を行う。
イ）プログラムマネージャーを配置し、産学官連携についての戦略会議の開催
と戦略の策定、上記の各種支援活動の実施、競争的資金の応募と採択、採択
した研究課題の管理と指導等の事業全体に対する運営管理を行い研究の効率
化を図る。

（２）研究開発実施事業
①バイオベンチャー研究開発支援型
大学、民間企業等において基礎研究を基に生物系産業ベンチャー創出を目指
した研究意欲を有する若手研究者等に対し、彼らの独創的な着想やきらりと光
る研究シーズを活かして、発展段階にある研究開発課題を本格的な課題に磨き
上げ、具体的研究計画の策定・見直し等に必要な研究資金を供給する(研究期
間１年間、ただし研究代表が若手の場合、研究期間は１年又は２年間 。）



②生物系産業創出異分野融合研究開発型
産学官の連携による異分野融合型研究や地域資源を活用した研究を行う研
究共同体（コンソーシアム）等に対して、生物系産業を短期間に創出するた
めに必要な開発技術の市場調査費と、農業技術研究機構が全国各地に展開す
るオープンラボ等を積極的に活用した応用・開発までの研究開発費を競争的
資金として提供し、異分野融合研究の活性化による早期経済効果の発現や地
域の活性化を図る （研究期間３～５年）。

３．事業実施主体 新法人

４．事業実施期間 平成１５年度～平成１９年度

５．補助率 定額



生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業の生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業のイメージイメージ

アイデアはあるが、そのための研究を実施
するための資金や基盤を持たない若手研究
者等への支援

生物系産業ベンチャー創出を目指した独創的な着
想やきらりと光る研究シーズを応用・開発研究につ
なげるための研究

研究期間：１年（若手２年）＠１千万円程度

生物系産業創出異分野融合研究開発型

異分野融合を核とした研究共同体（コンソーシアム）を中心
に、生物系産業創出のための資金を供給

研究期間：３～５年@10千万円程度（間接経費含む）

ＴＹＰＥ１

新産業創出に向けて、研究集団を形成し
て本格的な応用・開発研究を行う場合の
支援

ＴＹＰＥ２
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バイオベンチャー育成

研究意欲を有する若手研究者等の研究シー
ズを調査・検討・課題化する研究資金を供給

○農林水産・食品産業分野の研究開発に
対する民間の関心は高い
　　（新事業創出研究開発事業（地域型）
　　　　　　　　　　　　の応募258機関の内訳）
　　　　　　　　　応募数　　　採択数
　　　民間　　　　129　　　　　17　　
　　　大学　　　　74　　　　　 10
　　　公設試　　　32　　　　　 2
　　　独法　　　　21　　　　　　5

○農林水産・食品産業分野の研究開発に
対する民間の関心は高い
　　（新事業創出研究開発事業（地域型）
　　　　　　　　　　　　の応募258機関の内訳）
　　　　　　　　　応募数　　　採択数
　　　民間　　　　129　　　　　17　　
　　　大学　　　　74　　　　　 10
　　　公設試　　　32　　　　　 2
　　　独法　　　　21　　　　　　5

新産業創出のための
競争的資金の拡充

異分野融合を核にした研究共同体（コ
ンソーシアム）を中心に、独法・大学の
研究シーズを活用した新事業創出の
ための研究資金を供給

地域ごとの交流活動、相談会の支援、公的研究機関の人材、　　
成果のＰＲ、大学への紹介・仲介の活性化

産学官コーディネート

機能の強化

農林水産・食品・バイオ産業の活性化農林水産・食品・バイオ産業の活性化

研究開発の取組が弱い農林水産・食品産業の活性化には、
発想から産業化までをスムーズに移行させるための一貫した仕組が必要

研究開発の取組が弱い農林水産・食品産業の活性化には、
発想から産業化までをスムーズに移行させるための一貫した仕組が必要

新産業創出・地域科学技術振興新産業創出・地域科学技術振興

技術移転促進事業生物系産業創出型研究支援事業

知的所有権を使った
　実用化研究の推進

数年後のＴＬＯ（技術移転機関）
設立を視野に入れた体制整備

異分野融合研究支援事業の位置づけ（イメージ）

・民間ニーズに対応した研究　
課題の発掘

・研究成果の把握・選別
・研究成果のPR、仲介、斡旋
・特許化支援　　等

①地域情報提供

②産学官連絡会の開催

③若手研究者の掘りおこし

④研究勢力組織化支援等

　　 産学官連携コーディネートの強化等による研究開発の促進
全国ベースでの事業展開、生研機構の産学のネットワークと農研機構の研究者が結びつき知的融合が加速

　　 産学官連携コーディネートの強化等による研究開発の促進
全国ベースでの事業展開、生研機構の産学のネットワークと農研機構の研究者が結びつき知的融合が加速新法人の統合メリット新法人の統合メリット

（参考２）（参考２）

○農林水産・食品産業分野への

　　　　　　　　　　　　　　　資金需要は旺盛

（応募状況・農水省）
新事業創出研究開発事業（地域型）　　　　8.2倍
民間結集型ｱｸ゙ﾘﾋ゙ｼ゙ﾈｽ事業　　　　　　　　　 9.4倍
新技術・新分野創出基礎研究推進事業　19.2倍
（他省庁）
地域結集型共同研究事業（文科省）　　　　1.3倍
新生ｺﾝｿー ｼｱﾑ研究開発制度（経産省）　　 6.3倍
産業技術研究助成事業（経産省）　 　　　　4.5倍

○農林水産・食品産業分野への

　　　　　　　　　　　　　　　資金需要は旺盛

（応募状況・農水省）
新事業創出研究開発事業（地域型）　　　　8.2倍
民間結集型ｱｸ゙ﾘﾋ゙ｼ゙ﾈｽ事業　　　　　　　　　 9.4倍
新技術・新分野創出基礎研究推進事業　19.2倍
（他省庁）
地域結集型共同研究事業（文科省）　　　　1.3倍
新生ｺﾝｿー ｼｱﾑ研究開発制度（経産省）　　 6.3倍
産業技術研究助成事業（経産省）　 　　　　4.5倍

○売上高に占める研究投
資－他産業に比べ農林水
産・食品産業は低い－

全産業　　　　　　　　3.06%
　うち農林水産業　　0.59%
　うち製造業　　　　　3.68%
　　うち食品工業　　 0.93%

○売上高に占める研究投
資－他産業に比べ農林水
産・食品産業は低い－

全産業　　　　　　　　3.06%
　うち農林水産業　　0.59%
　うち製造業　　　　　3.68%
　　うち食品工業　　 0.93%
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別添参考１
政府計画等における関係部分の抜粋

１．科学基本計画（平成１３年３月３０日 （抜粋））

Ⅱ 優れた成果の創出・活用のための科学技術システムの開発

１．研究開発システムの改革
( ) 優れた成果を生み出す研究開発システムの構築1
①競争的な研究開発環境の整備
創造的な研究開発活動を展開していくため、競争的な研究開発環境を整備する必要
がある。このため、研究者が研究機関の外部から競争的資金を獲得することに加え、
研究機関の内部でも競争的な環境を醸成するなど、あらゆる局面で競争原理が働き、
個人の能力が最大限に発揮されるシステムを構築する
( ) 競争的資金の拡充a
研究者の研究費の選択の幅と自由度を拡大し、競争的な研究開発環境の形成に貢献
する競争的資金を引き続き拡充する。その際、競争的資金を活用し世界の先頭に立っ
ている米国を参考とし、第２期基本計画の期間中に競争的資金の倍増を目指す。競争
的資金の効果を最大限に発揮させるためには、評価を中心に、以下の改革が不可欠で
あり、これを競争的資金の倍増とともに徹底する。

③若手研究者の自立性の向上
優れた若手研究者がその能力を最大限発揮できるように、若手研究者の自立性を確
保する。このため、
● 競争的資金の倍増の中で、若手研究者を対象とした研究費を重点的に拡充すると
、 、 。（ ）ともに 競争的資金一般においても 若手研究者の積極的な申請を奨励する 中略

２． 産業技術力の強化と産学官連携の仕組みの改革
( ) 公的研究機関から産業への技術移転の環境整備2
( ) 技術移転に向けた公的研究機関における取組の促進a
公的研究機関からの産業への技術移転を進めるため、産学官連携のための組織的
取組を強化することが重要である。特に、大学の共同研究センターについて、学部
・学科等の枠を越えた最適な専門要員・人材の配置等により、一層の機能向上を図
る。また、公的研究機関の研究活動の成果の事業化のために技術移転機関の活用促
進を図るなど、技術移転に向けた各機関の主体的取組を促進するための支援等を行
う。また、産学官連携の活動実績を、機関、研究者等の評価の基準の一つと位置付
ける。

( ) ハイテク・ベンチャー企業活性化のための環境整備4
我が国におけるベンチャー企業活性化のための環境整備については、これまでにも
資金・人材面等において行われてきたところであるが、起業家精神の称揚が十分でな
いことに加えて、設立初期のリスクマネーの確保が引き続き困難であること、失敗時
の個人リスクが大きいこと等にかんがみ、なお一層の充実を図る。具体的には、
● 大学においても、起業家、ベンチャーキャピタリストを招いた授業科目を開設す
るなどにより、起業家精神に富んだ人材の養成・輩出に努める。また、大学院におい
ては、専門大学院の充実を図るとともに、例えば、資金調達、法制度についての実践
的な能力を向上させる。さらに、共同研究センター等を活用し、ベンチャー企業との
共同研究を推進する。
● 地域に存在する公的研究機関については、産学官連携窓口としての機能強化、研
究人材の流動性の確保、連携プロジェクトの更なる推進等を通じて、地域のベンチャ
ー企業に対してより開かれたものとしていく。

、● 中小企業に対する技術開発費を重点的に配分して技術開発・起業を促進するため
国は中小企業技術革新制度（ＳＢＩＲ）の積極的な活用を図り、制度を充実させる。
● ストックオプション制度や株式制度等の企業法制の見直し、倒産法制の見直し等
制度面からの対応を進める。
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３． 地域における科学技術振興のための環境整備
経済社会のグローバル化の進展や情報通信技術の急速な進展・普及の影響は、地域にも
直接及んでいる。今や、地域の産業は、単に国内にとどまらず、世界の中での競争にさら
されている。一方、優れた科学技術の成果を活用することにより、地域の産業が迅速かつ
容易に世界市場に参入することも可能である。
このような状況の下、地域の研究開発に関する資源やポテンシャルを活用することによ
り、我が国の科学技術の高度化・多様化、ひいては当該地域における革新技術・新産業の

、 。創出を通じた我が国経済の活性化が図られるものであり その積極的な推進が必要である
このため、以下の取組を行う。

( ) 地域における「知的クラスター」の形成1
「知的クラスター」とは、地域のイニシアティブの下で、地域において独自の研究
開発テーマとポテンシャルを有する公的研究機関等を核とし、地域内外から企業等も
参画して構成される技術革新システムをいう。
具体的には、人的ネットワークや共同研究体制が形成されることにより、核をなす
公的研究機関等の有する独創的な技術シーズと企業の実用化ニーズが相互に刺激しつ
つ連鎖的に技術革新とこれに伴う新産業創出が起こるシステムである。このようなシ
ステムを有する拠点を発展させることにより、世界水準での技術革新の展開が可能で
あり、国としてもその構築を促進することが必要である。 （中略）

( ) 地域における科学技術施策の円滑な展開2
科学技術の多様な展開を図るためには、地域の大学等の公的研究機関が独自の研究
ポテンシャルを発揮するとともに、研究成果の企業化・実用化を図っていくことが重
要である。

とそのための科学技術に関する教育の改革４．優れた科学技術関係人材の養成
( ) 研究者・技術者の養成と大学等の改革1
優れた研究者・技術者等の養成は、科学技術システムの改革において極めて重要な
課題であり、大学はその中核を担うものであることから、その改革の一層の推進を図
る必要がある。
このため、国際的に通用する大学等の実現を目指し、創造性・独創性豊かで広い視
野を有し実践的能力を備えた研究者や技術者等を養成する機能を強化すべく、その教
育研究の質の向上を図る。また、教育研究の質の向上を不断に図る観点から、各大学
における自己点検・評価の実施及びその結果の公表が義務化され、学外者による検証
が努力義務化されたことにかんがみ、各大学がその取組を更に推進するよう求める。
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先端技術を活用した農林水産研究高度化事業



研究制度の事前評価（自己評価）シート
〔作成年月日〕平成14年7月5日

事 業 名 先端技術を活用した農 担 当 課 地域研究課
林水産研究高度化事業

予算要求額 検討中（1,808,100）千円

(1)目的 行政ニーズに対応した研究及び地域の技術シーズを活用した研究に
ついて、平成１４年度から提案公募型の競争的資金を創設し、産学官
の連携による質の高い研究開発を推進しているところである。
一方、本年度の応募件数は266件であり、地域の産学官の積極的な取
組みに基づく多様な技術シーズが提案されており、また、これまで受
け身であった生産者自らの研究開発への参画や県域を越えた産学官連
携による研究開発の動きも芽生えてきている状況にある。こうした状
況を踏まえ、特に地域シーズ対応型の競争的資金について再編・拡充

事 を行うものである。

業 (2)内容 民間、大学、独立行政法人、公立試験研究機関等の産学官連携によ
る研究グループから対象となる研究課題を公募し、採択された案件に

の 対し委託研究を実施する。なお、募集の際、若手研究者からの応募課
題を優先的に採択する「若手枠」を設定する。

概 また、多様な技術シーズに対応するため、従来の地域シーズ活用・
発展型（①地域における生産現場に由来する技術シーズの活用を図る

要 研究及び②地域における研究により得られた知見の発展を図る研究）
を組替え、地域活性化型研究として再編・拡充を行う。
(1) 研究領域設定型研究（継続）
農林水産省が設定する施策推進上の重点研究領域に対応した研究
を推進する。
(2) 地域活性化型研究（再編・拡充）
① 独創的現場シーズ活用型研究

、 、先端的農業経営を支えるため 生産者等が自らの発想を活かし
公立試験研究機関、大学、独立行政法人等の支援のもと農林水産
現場の独創的な技術シーズを活用した研究を推進する。
② 地域競争型研究
生産者と一体となった地産地消や地域の食品産業等の活性化を
図るため、地域における生産者、食品産業等の中堅・中小企業、
公立試験研究機関等の研究者が構成員となり、他の地域にない固
有の特産作物やアイデアを活用し、短期間で実用化を目指す研究
開発を推進する。
③ 広域シーズ・ニーズ対応型研究
複数の地域に共通する生産・加工・流通現場での技術開発、食
品産業や生産現場から生ずる廃棄物循環システムの構築等地域が
抱える共通問題の解決を図るため、広域地域の産学官の研究者が
構成員となり、特定の研究機関やオープン・ラボに研究者を結集
すること等により効率的・効果的な研究開発を推進する。



、(3)達成 農林水産施策推進上の重要課題を解決する研究成果が得られるほか
目標 地域において、①先端的農業経営を支える研究開発の高度化、②地産
地消や食品産業等地場産業の育成加速化、③地域で抱える共通課題の
効率的・効果的な解決、④生産現場に密着した科学技術の振興による
地域経済の活性化が図られる。

必要性 （以下、今回再編・拡充を行う地域活性型研究について記述する ）。
農林水産政策の抜本的改革の設計図として本年４月に取りまとめら
れた「 食」と「農」の再生プラン」では、農業構造改革の加速化の観「
点に立ち意欲のある経営体が躍進する環境条件を作り出していくため
の先端的農業経営を支える研究開発の高度化、地産地消の取組みなど
の特色を生かした新鮮でおいしい「ブランド・ニッポン」農林水産物
の供給体制の確立等に資する研究開発の推進が重要な課題となってい
る。
また、第２期科学技術基本計画（平成１３年３月閣議決定）では、
競争的資金の倍増、地域主導の産学官連携の更なる推進を図る方向が
示されており、総合科学技術会議が決定した平成１５年度の科学技術

評 に関する予算、人材等の資源配分の方針においても、産学官連携の一
層の推進、科学技術駆動型の地域経済発展を推進するための地域科学

価 技術の振興が求められている。
こうした状況の下、地域では産学官連携による積極的な取組みに基

結 づく多様な技術シーズが生まれてきていることから、地域経済の活性
化や「食」と「農」の再生プランの具体化を図る上で、生産者自らの

果 研究参画や県域を越えた共同研究を含めた多様な形態での地域の産学
官連携を助長し、現場における独創的な技術シーズを活用した研究を
推進することが求められている。

効率性 課題採択にあたっては、学識経験者及び有識者等からなる外部評価
委員による事前評価を行うことにより、適切な研究課題の選定が行わ
れる仕組みを担保している。
また、各研究課題に研究総括者を置き、課題全体の研究計画の企画
立案、研究の推進及び成果管理を総括させることにより、円滑な事業
の実施を担保している。

有効性 地域の産学官連携の下で、生産現場に密着し、実用化を目指した課
題を対象としており、地域経済の発展が期待される。
また、競争的な環境の形成により、地域の研究開発ポテンシャルの
レベルアップが期待されるとともに、新たに 「広域ニーズ・シーズ対、
応型研究」枠を設定することにより、県域を越えた産学官連携体制の
構築が期待される。

、意欲と能力のある人材が産学官連携により組織を越え自由に流動し
能力を最大限に発揮できる環境が形成され、優れた研究人材の育成に
資する。特に、若手研究者枠を設けることにより、優れた若手研究者
の育成が期待される。
さらに、新たに 「独創的現場シーズ活用型研究」枠を創設すること、
により、これまで受け身であった生産者自らの研究開発への積極的な
参画が期待される。



優先性 第２期科学技術基本計画（平成１３年３月閣議決定）において、競
争的資金の倍増が求められており、優先的に拡充する必要がある。
また 「食」と「農」の再生プランの具体化にあたり、地域の活性化、
につながる多様で優れた実用化技術開発を推進する上で重要かつ有効
な推進手段である。



評価対象事業の概要

先端技術を活用した農林水産研究高度化事業（拡充）

１．趣 旨

「食」と「農」の再生プランの具体化を進めていくためには、農業構造改革の加速化

の観点に立ち意欲ある経営体が躍進する環境条件を作り出していくための先端的農業経

営を支える研究開発の高度化が不可欠であるとともに、地産地消の取組などの特色を生

かした新鮮でおいしい「ブランド・ニッポン」農林水産物の供給体制の確立が急務とな

っている。

また、総合科学技術会議においては、産学官の連携の一層の推進、競争的資金の拡充

及び科学技術駆動型の地域経済発展を一層推進するための地域科学技術の振興が求めら

れているところである。

こうしたことから、地域においても産学官の一層の連携を図りつつ、地域の活性化に

つながる多様で優れた実用化技術開発を推進していくことが重要であり、また、本年、

本制度に多数の応募（２６６件）があり、地域の産学官の積極的な取組がみられたこと

から、これらの取組を支援するため、地域シーズ活用・発展型研究を組み替え、

①先端的農業経営を支えるために、生産者等が自らの発想を活かし、独創的な技術シー

ズを活用して行う研究、②生産者と一体となった地産地消や地域の中堅・中小企業の食

品産業等を活性化するための研究、③地域が抱える共通課題を効率的・効果的に解決す

るための研究に対応する競争的資金とする。

２．事業内容

(1) 研究領域設定型研究（継続）

農林水産省が設定する施策推進上の重点研究領域に対応した研究を推進する。

(2) 地域活性化型研究（組替）

① 独創的現場シーズ活用型研究

、 、 、先端的農業経営を支えるため 生産者等が自らの発想を活かし 公立試験研究機関

大学、独立行政法人等の支援のもと農林水産現場の独創的な技術シーズを活用した研

究を推進する。

② 地域競争型研究

生産者と一体となった地産地消や地域の食品産業等の活性化を図るため、地域にお

ける生産者、食品産業等の中堅・中小企業、公立試験研究機関等の研究者が構成員と

なり、他の地域にない固有の特産作物やアイデアを活用し、短期間で実用化を目指す

研究開発を推進する。

③ 広域ニーズ・シーズ対応型研究

複数の地域に共通する生産・加工・流通現場での技術開発、食品産業や生産現場か

ら生ずる廃棄物循環システムの構築等地域が抱える共通課題の解決を図るため、広域



地域の産学官の研究者が構成員となり、特定の研究機関やオープン・ラボに研究者を

結集する等により効率的・効果的な研究開発を推進する。

３．事業実施主体 農林水産省

都道府県、大学、独立行政法人、民間企業、生産者等）（研究実施予定機関

平成１４年度～平成２３年度４．研究実施期間

検討中（1,808,100）千円５．平成１５年度要求額



<　　産　　学　　官　　の　　連　　携　　>　

ー　競争的資金の拡充による地域科学技術の振興と農業構造改革の加速化　ー

現場対応型の提案公募による研究開発システム

競
争
的
資
金
の
倍
増

◎独創的現場シーズ活用型研究
　　生産者等が自らの発想を活かし、公立
試験研究機関、大学、独立行政法人等の
支援のもと農林水産現場の独創的な技術
シーズを活用した研究を推進

◎地域競争型研究
　　地域における生産者、食品産業等の中
堅・中小企業、公立試験研究機関等の研
究者が構成員となり、他の地域にない固
有の特産作物やアイディアを活用し、短期
間で実用化を目指す研究開発を推進

◎広域ニーズ・シーズ対応型研究
　　広域地域の産学官の研究者が構成員と
なり、特定の研究機関やオープン・ラボに
研究者を結集する等により効率的・効果
的な研究開発を推進

<研究課題例>

○突然変異等を利用した育種及び栽
培技術の開発
○野菜用の省力農業機械の改良
○土着天敵を利用した施設野菜の生
物的防除法の確立

○地域特産作物の機能性の解明と新
規利用用途の開発
○バイオテクノロジー等を活用した高
付加価値地域特産農作物の育成

○未利用有機資源（農作物選別残さ・
食品製造残さ・漁業系廃棄物等）の
有効利用技術の確立
○野菜・果樹・花き等の品質保持技術
の開発

地域活性化型研究 <組替>

農林水産省が設定する施策推進上の重
点研究領域に対応した研究開発を推進

研究領域設定型研究 <継続> <研究課題例>
○野菜・茶及びウメの原産地判別技術
の開発
○シックハウス対策としての特定の木
質建材に関する化学物質の放散特性
の解明

農
業
の
構
造
改
革
の
加
速
化

地
域
科
学
技
術
の
振
興

先
端
的
農
業
経
営
を
支
え
る

研
究
開
発
の
高
度
化

科
学
技
術
駆
動
型
の
地
域

経
済
発
展
の
推
進

◎農林水産施　
　策への反映

◎先端的農業経
営を支える研究
開発の高度化

◎生産者と一体
となった地産地
消や地域の食
品産業等の活
性化

◎地域が抱える
共通課題の効
率的・効果的解
決

初年度応募
266件

先端技術を活用した農林水産研究高度化事業のイメージ（参考）



別添参考２

政府計画等における関係部分の抜粋

「食」と「農」の再生プラン（平成１３年４月１１日農林水産省）

１．食の安全と安心の確保

●新鮮でおいしい「ブランド日本」食品の提供

・新鮮でおいしい「ブランド日本」農水産物の供給

消費者と相互に情報を共有しつつ、日本ならではの食文化や地産地消の取組などの特色

を活かした新鮮でおいしい農水産物を消費者に供給する「ブランド日本」戦略を産地ごと

に策定し、新鮮でおいしい「ブランド日本」農水産物の供給体制を確立します。

２．農業の構造改革を加速化

・先端的農業経営を支える研究開発の高度化

産学官連携による革新的技術の開発とその普及を促進し、先端的な農業経営を支援しま

す。

１ 科学技術基本計画（平成１３年３月３０日 （抜粋））

第２章 基本理念

． 優れた成果の創出・活用のための科学技術システム改革II

１． 研究開発システムの改革

( ) 優れた成果を生み出す研究開発システムの構築1

① 競争的な研究開発環境の整備

創造的な研究開発活動を展開していくため、競争的な研究開発環境を整備する必要が

ある。このため、研究者が研究機関の外部から競争的資金を獲得することに加え、研究

機関の内部でも競争的な環境を醸成するなど、あらゆる局面で競争原理が働き、個人の

能力が最大限に発揮されるシステムを構築する。

( ) 競争的資金の拡充a

研究者の研究費の選択の幅と自由度を拡大し、競争的な研究開発環境の形成に貢献

する競争的資金を引き続き拡充する。その際、競争的資金を活用し世界の先頭に立っ

ている米国を参考とし、第２期基本計画の期間中に競争的資金の倍増を目指す。競争

的資金の効果を最大限に発揮させるためには、評価を中心に、以下の改革が不可欠で

あり、これを競争的資金の倍増とともに徹底する。

３． 地域における科学技術振興のための環境整備

経済社会のグローバル化の進展や情報通信技術の急速な進展・普及の影響は、地域に



も直接及んでいる。今や、地域の産業は、単に国内にとどまらず、世界の中での競争にさ

らされている。一方、優れた科学技術の成果を活用することにより、地域の産業が迅速か

つ容易に世界市場に参入することも可能である。

このような状況の下、地域の研究開発に関する資源やポテンシャルを活用することによ

り、我が国の科学技術の高度化・多様化、ひいては当該地域における革新技術・新産業の

、 。創出を通じた我が国経済の活性化が図られるものであり その積極的な推進が必要である

このため、以下の取組を行う。

( ) 地域における「知的クラスター」の形成 （略）1

( ) 地域における科学技術施策の円滑な展開2

科学技術の多様な展開を図るためには、地域の大学等の公的研究機関が独自の研究ポ

テンシャルを発揮するとともに、研究成果の企業化・実用化を図っていくことが重要で

ある。

このため、地域の研究開発活動に対して、技術の活用について評価を行う、いわゆる

「目利き」などの人材の養成・確保やコーディネート機能の強化、地域間の連携も視野

に入れた技術移転の推進等科学技術施策の地域における円滑な展開を図る。

地方公共団体のイニシアティブの下で進める科学技術振興に際して、地元の国立大学

等の公的研究機関と地方公共団体とが一層の連携・協力を進められるように努め、地域

主導の産学官連携の更なる推進を図る。

２ 総合科学技術会議

◎平成１５年度の科学技術に関する予算、人材等の資源配分方針（平成１４年６月１９日）

３．科学技術の戦略的重点化

①重点４分野

１）ライフサイエンス

（ｖ）食料供給力の向上と食生活の改善に貢献する食料科学・技術の開発

○食品の安全性確保

○イネ等のポストゲノム研究

４．科学技術システムの改革等

研究開発資源の重点配分に対応し、優れた研究成果が生み出され活用されるよう、科学技

術システムの改革等を行う。

（１）競争的資金の改革及び拡充

競争的資金については、科学技術基本計画に基づき、平成１３年度からの５年間で倍

増を目指して重点的に拡充する。これに併せ、競争的資金の効果を最大限に発揮させる

、 、 、 。 、 、ため 各府省は 以下のとおり 積極的に改革に取り組む また 総合科学技術会議は

改革措置が着実に実行されるよう、全体調整を実施する等必要な調整を行う。

（４）地域科学技術の振興

公共事業依存型の地域発展から、科学技術駆動型の地域経済発展へとの流れを一層推



進するため、以下の点を中心に地域科学技術の振興を図る。

◎産学官連携の基本的考え方と推進方策（案 （平成１４年６月１９日））

Ⅴ．地域科学技術振興のための具体的方策

１．地域中堅・中小企業の技術開発支援

地域経済が疲弊の度を強める中、地域経済の活性化については、従来の公共施設や社会・

蚕業基盤等整備による公共事業依存型から、今後は地域の産学官の協力な主体性と具体的計

画の下、科学技術の振興を通じた新事業やベンチャー企業の創出による地域活性化へと変革

する必要がある。

① 地域中堅・中小企業の実用化技術開発支援

地域の中堅・中小企業等を中心とした産学官連携による多様な実用化技術開発に対する

国の支援措置を施策間の連携・協力を図りつつ充実し、産学官連携等により日本全国で積

極的に推進する。

② コーディネーターの確保、育成 （略）

③ 起業家育成施設（インキュベータ）の整備 （略）

④ 産学官の広域的連携網

地域における産学官の連携網についても、都道府県等の行政区分を越えた広域的な連携

や、技術の海外からの導入、研究者・技術者の海外との交流など、開かれた連携網の構築

に努める。




